
経営比較分析表（令和6年度決算）
新潟県新潟市　新潟市民病院

法適用区分 業種名・事業名 病院区分 類似区分 管理者の情報 許可病床（一般） 許可病床（療養） 許可病床（結核） グラフ凡例
当該病院値（当該値）

経営形態 診療科数 DPC対象病院 特殊診療機能　※１ 指定病院の状況　※２ 許可病床（精神） 許可病床（感染症） 許可病床（合計） － 類似病院平均値（平均値）

条例全部 病院事業 一般病院 500床以上 その他 652 - - ■

令和6年度全国平均

人口（人） 建物面積（㎡） 不採算地区病院 不採算地区中核病院 看護配置 最大使用病床（一般） 最大使用病床（療養） 最大使用病床（一般＋療養）

直営 36 対象 ド 透 I 未 訓 ガ 救 臨 が 感 災 地 輪 16 8 676 【】

- 年度 - 年度 - 年度

- 649

※１　ド…人間ドック　透…人工透析　Ｉ…ＩＣＵ・ＣＣＵ 未…ＮＩＣＵ・未熟児室　訓…運動機能訓練室　ガ…ガン（放射線）診療

※２　救…救急告示病院　臨…臨床研修病院　が…がん診療連携拠点病院　感…感染症指定医療機関　ヘ…へき地医療拠点病院　災…災害拠点病院　地…地域医療支援病院  特…特定機能病院　輪…病院群輪番制病院
経営強化に係る主な取組（直近の実施時期）

1. 経営の健全性・効率性
機能分化・連携強化

地方独立行政法人化 指定管理者制度導入
（従来の再編・ネットワーク化を含む）

761,503 57,805 非該当 非該当 ７：１ 649

Ⅰ 地域において担っている役割
　地域の基幹病院として、医療圏域内における重症・専門・救急
医療を提供する役割を担っている。
　三次救急患者に対応するため、救命救急・循環器・脳卒中セン
ターを設置し、救急搬送患者を新潟県内で最も多く受け入れてい
る。
　周産期母子医療センターを設置し、近隣の医療機関と連携を取
りながら、地域の周産期医療を支えている。
　地域がん診療連携拠点病院として、地域のがん医療の均てん
化・充実化に貢献している。
　危機管理への対応として、感染症に対する医療や、DMATなどの
災害発生時の医療活動を提供している。R02 R03 R04 R05 R06 R02 R03 R04 R06 R02 R03 R04 R05 R06R05 R06 R02 R03 R04 R05

当該値 84.5 85.6 87.2 89.2 89.4当該値 96.8 98.0 100.5 97.6 93.8 当該値 75.0 76.0 79.0 80.7 80.3当該値 81.3 82.6 84.2 86.3 86.6

平均値 88.7 90.6 90.6 91.5 90.4平均値 102.9 106.1 102.9 97.4 95.0 平均値 70.6 71.4 72.2 74.4 76.3平均値 86.5 88.6 88.6 89.5 88.3

Ⅱ 分析欄

1. 経営の健全性・効率性について

　収支においては、入院の診療単価が上昇したが、給与費の増に
よる医業費用の増加により、医業収支比率、修正医業収支比率
は、前年度並みとなった。また、給与費の増と新型コロナウィル
スの補助金が終了した影響などから、経常収支比率は大きく悪化
した。
　入院の診療単価は、類似病院の平均値を下回っているため、平
均在院日数の短縮など診療単価の向上に取り組む。
　費用においては、職員給与費や材料費が、類似病院の平均値を
超えている。業務の効率化を進め、コスト削減に取り組む。
　累積欠損金比率においては、令和5年度以降、類似病院の平均値
を上回っているため、更なる経営改善に取り組む。

2. 老朽化の状況について

R02 R03 R04 R05 R06 R02 R05 R06 　2007年(平成19年)の新築移転から年数が経過し、固定資産の償
却が進んでいる。
　器械備品減価償却率については、医療情報システムの償却が令
和5年度に完了した影響により減少した。
　拠点病院に必要とされる器械備品の計画的な更新に取り組む。

R06 R02 R03 R04

32.8 33.3 33.3 33.9 33.556.9 当該値83,892 当該値

R04 R05R03 R04 R05 R06 R02 R03

平均値 75,766 79,610 82,275 83,606

58.2 56.6 55.6 53.423,965 24,209 25,199 27,273 27,611 当該値

22,637 23,244 23,704 25,007

当該値 76,831 77,420 79,098 82,093

31.3

2. 老朽化の状況

全体総括

　拠点的な高度急性期・急性期病院として、地域において果たす
べき役割が増大していくと考えられるなか、給与費の抑制を意識
しながら適正な職員数を確保するとともに、拠点病院に必要とさ
れる機器の更新に努める。
　経常収支比率及び修正医業収支比率が類似病院の平均値を上回
るよう、病床利用率のさらなる向上と診療単価の向上により医業
収益を最大限確保しつつ、賃金・物価高騰に伴う費用の増加を可
能な限り抑制することにより、徹底的な収支改善に取り組み、健
全経営を取り戻すべく、経営改善を推進する。R02 R03 R04 R05 R06 R02

49.8 平均値 29.0 29.2 29.4 30.925,545 平均値 51.8 49.6 48.8 48.685,381 平均値

R05 R06

当該値 24.0 25.9 24.7 26.1 32.4 当該値 55.8

R04 R05 R06 R02 R03 R04R03 R04 R05 R06 R02 R03

55,930,172 56,663,320 57,374,161 59,932,182

平均値 34.2 29.2 25.3 21.0 24.3

71.4 73.5 75.0 73.2 当該値 55,478,20358.8 62.1 64.6 64.0 当該値 70.6

※　「類似病院平均値（平均値）」については、病院区分及び類似区分に基づき算出している。

平均値 58,042,153 58,985,932 58,800,982 59,984,927 62,086,611平均値 69.2 70.8 70.7 70.3 69.9平均値 54.0 55.4 55.5 56.0 57.4
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④病床利用率(％)
【70.7】
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①経常収支比率(％)
【93.7】
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①有形固定資産減価償却率(％)
【58.0】
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②器械備品減価償却率(％)
【70.8】
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③１床当たり有形固定資産(円)
【53,183,039】
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⑧材料費対医業収益比率(％)
【26.7】
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⑦職員給与費対医業収益比率(％)
【57.7】
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⑥外来患者１人１日当たり収益(円)
【18,510】
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⑤入院患者１人１日当たり収益(円)

【63,608】
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⑨累積欠損金比率(％)
【54.3】


